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諮問庁：独立行政法人都市再生機構 

諮問日：令和６年７月２５日（令和６年（独情）諮問第８９号）及び同年８月

２２日（同第１０１号ないし同第１０３号） 

答申日：令和７年３月１９日（令和６年度（独情）答申第１０１号及び同第１

０８号ないし同第１１０号） 

事件名：特定事業について特定法人に書面で求め提出を受けた申込書等の不開

示決定（不存在）に関する件 

    特定事業について特定法人に書面で提出を求め提出を受けた申込書等

の不開示決定（不存在）に関する件 

    特定事業において特定法人が提出した申込書等の不開示決定（不存在）

に関する件 

    特定事業について特定法人に書面で提出を求め提出を受けた申込書等

の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１ないし４の各（２）に掲げる各文書（以下、順に「本件対象文

書１」ないし「本件対象文書４」といい、併せて「本件対象文書」とい

う。）につき、これを保有していないとして不開示とした決定については、

別紙の１ないし４の各（３）に掲げる各文書につき、改めて開示決定等を

すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し、令和６年３月１２日付けと宅

１２－２０、と宅１２－２２、と宅１２－２１及びと宅１２－２３により

独立行政法人都市再生機構（以下「機構」、「処分庁」又は「諮問庁」と

いう。）が行った各一部開示決定（以下、順に「原処分１」ないし「原処

分４」といい、併せて「原処分」という。）について、その取消しを求め

る。 

 ２ 審査請求の理由  

いずれの審査請求書においても、審査請求書に記載した内容は、審査請

求人の訴訟上の営業秘密であり、機構、機構の弁護人及び関係官庁以外の

第三者に審査請求書を開示する場合、事前に審査請求人の書面による承諾

を得る必要がある旨の記載があることから、審査請求の理由の記載は省略

する。 
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また、いずれの意見書及び資料についても、諮問庁に閲覧させることは

適当ではない旨の意見が提出されているため、その内容は記載しない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

（審査請求書の内容に関する記載は省略する。） 

 １ 原処分１について 

（１）本件審査請求について 

本件審査請求は、別紙の１（１）に掲げる文書（以下「本件請求文書

１」という。）の開示請求に対する一部開示決定（原処分１）について、

開示請求者（以下「審査請求人」という。）から、不服の申し立てがな

されたものである。 

（２）機構について 

機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成１５年法律第１００号。

以下「機構法」という。）に基づき設立された独立行政法人であり、大

都市及び地域社会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃

貸住宅の供給の支援に関する業務を行うとともに、都市基盤整備公団か

ら承継した賃貸住宅等の管理等に関する業務を行っている。また、都市

基盤整備公団法（平成１１年法律第７６号）２８条１項に規定する業務

のうち、機構法施行前に開始されたもの等も行っている。 

（３）審査請求人の主張について 

（略） 

（４）原処分１の妥当性について 

ア 本件対象文書１について 

処分庁は、本件請求文書１に含まれる地区名の正式名称である特定

地区Ａ一体型特定土地区画整理事業（以下「事業１」という。）変

更（第１１回）事業計画書及び特定地区Ａ変更市街化予想図を開示

したが、他（本件対象文書１）は、事業１に関し処分庁が特定会社

に書面での提出は求めておらず、よって保有もしていないため、不

開示決定（文書不存在）を行った。 

事業１は（事業１の特定につながる記載のため省略）。 

土地区画整理事業とは、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改

善し、土地の区画を整え宅地の利用の増進を図る事業であり、公共

施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土

地を提供してもらい（減歩）、この土地を道路・公園などの公共用

地が増える分に充てる他、その一部を売却し事業資金の一部に充て

る事業制度である。 

事業１の事業計画において、民間事業者の名称が示されることはな

く、事業計画の策定にあたって機構から民間事業者へ書面で資料を

求めることはない。 
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イ 審査請求人の主張について 

（略） 

（５）結論 

以上のことから、諮問庁は原処分１を維持することが妥当であると判

断 した。 

２ 原処分２について 

（１）本件審査請求について 

本件審査請求は、別紙の２（１）に掲げる文書（以下「本件請求文書

２」という。）の開示請求に対する一部開示決定（原処分２）について、

審査請求人から、不服の申し立てがなされたものである。 

（２）機構について 

（上記１（２）と同旨のため略） 

（３）審査請求人の主張について 

（略） 

（４）原処分２の妥当性について 

ア 本件対象文書２について 

処分庁は、本件請求文書２で示されたもののうち特定地区Ｂ特定土

地区画整理事業（以下「事業２」という。）変更（第４回）事業計

画書及び市街化予想図を開示したが、本件対象文書２については、

事業２に関し処分庁が特定会社に書面での提出は求めておらず、よ

って保有もしていないため、不開示決定（文書不存在）を行った。 

事業２は（事業２の特定につながる記載のため省略）。 

土地区画整理事業とは、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改

善し、土地の区画を整え宅地の利用の増進を図る事業であり、公共

施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土

地を提供してもらい（減歩）、この土地を道路・公園などの公共用

地が増える分に充てる他、その一部を売却し事業資金の一部に充て

る事業制度である。 

事業２の事業計画において、民間事業者の名称が示されることはな

く、事業計画の策定にあたって機構から民間事業者へ書面で資料を

求めることはない。 

イ 審査請求人の主張について 

（略） 

（５）結論 

以上のことから、諮問庁は原処分２を維持することが妥当であると判

断 した。 

３ 原処分３について 

（１）本件審査請求について 
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本件審査請求は、別紙の３（１）に掲げる文書（以下「本件請求文書

３」という。）の開示請求に対する一部開示決定（原処分３）について、

審査請求人から、不服の申し立てがなされたものである。 

（２）機構について 

（上記１（２）と同旨のため略） 

（３）審査請求人の主張について 

（略） 

（４）原処分３の妥当性について 

ア 本件対象文書３について 

処分庁は、本件請求文書３で示されたもののうち特定地名Ａ新住宅

市街地開発事業（以下「事業３」という。）事業計画変更（第２０

回）を開示したが、本件対象文書３については、事業３に関し特定

会社が処分庁に提出した文書はなく、法人文書も保有もしていない

ため、不開示決定（文書不存在）を行った。 

事業３は（事業３の特定につながる記載のため省略）。 

新住宅市街地開発事業とは、東京近郊など、住宅需要が著しい市街

地の周辺地域において、健全な住宅市街地の開発及び良好な相当規

模の住宅地の供給を図るために、昭和３８年に創設された都市計画

事業である。区域内の土地を全て買収する全面買収方式が用いられ、

計画的な土地利用計画を定め、それに則り、宅地の造成や道路・公

園・下水道等の公共施設の整備、宅地の供給を行うことにより、事

業を実施するものである。 

事業３の事業計画において、民間事業者の名称が示されることはな

く、事業計画の策定にあたって機構から民間事業者へ書面で資料を

求めることはない。 

イ 審査請求人の主張について 

    （略） 

（５）結論 

以上のことから、諮問庁は原処分３を維持することが妥当であると判

断した。 

４ 原処分４について 

（１）本件審査請求について 

本件審査請求は、別紙の４（１）に掲げる文書（以下「本件請求文書

４」といい、本件請求文書１ないし本件請求文書４を併せて「本件請求

文書」という。）の開示請求に対する一部開示決定（原処分４）につい

て、審査請求人から、不服の申し立てがなされたものである。 

（２）機構について 

（上記１（２）と同旨のため略） 
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（３）審査請求人の主張について 

（略） 

（４）原処分４の妥当性について 

ア 本件対象文書について 

処分庁は、特定地名Ｂ特定土地区画整理事業（以下「事業４」とい

う。）変更（第３回）事業計画書及び変更市街化予想図を開示した

が、本件対象文書４については、事業４に関し処分庁が特定会社に

書面での提出は求めておらず、よって保有もしていないため、不開

示決定（文書不存在）を行った。 

事業４は（事業４の特定につながる記載のため省略）。 

土地区画整理事業とは、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改

善し、土地の区画を整え宅地の利用の増進を図る事業であり、公共

施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土

地を提供してもらい（減歩）、この土地を道路・公園などの公共用

地が増える分に充てる他、その一部を売却し事業資金の一部に充て

る事業制度である。 

事業４の事業計画において、民間事業者の名称が示されることはな

く、事業計画の策定にあたって機構から民間事業者へ書面で資料を

求めることはない。 

イ 審査請求人の主張について 

    （略） 

（５）結論 

以上のことから、諮問庁は原処分４を維持することが妥当であると判

断した。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は、本件各諮問事件について、以下のとおり併合し、調査審議

を行った。 

① 令和６年７月２５日 諮問の受理（令和６年（独情）第８９号） 

② 同日        諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年８月２２日   諮問の受理（令和６年（独情）第１０１号な

いし第１０３号） 

④ 同日        諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑤ 同年９月２日    審査請求人から意見書及び資料を収受（令

和６年（独情）第８９号） 

⑥ 同月２４日    審査請求人から意見書を収受（令和６年  

（独情）第１０１号ないし第１０３号） 

⑦ 令和７年１月２３日 審議 

⑧ 同年３月１２日   令和６年（独情）諮問第８９号及び同第１０
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１号ないし同１０３号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件各開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

上記第３の１ないし４の各（４）アに掲げる各文書を開示し、その余の文

書（本件対象文書）を保有していないとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、本件対象文書の開示を求めており、諮問庁

は、原処分を妥当としていることから、以下、本件対象文書の保有の有無

について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）当審査会事務局職員をして、諮問庁に対し、本件対象文書の保有の有

無について改めて確認させたところ、諮問庁は、おおむね以下のとおり

説明する。 

ア 原処分において、本件対象文書の内容を、各事業について特定会社

から（Ａ）事業計画に関して提出された書類一式と判断した。 

イ （Ａ）事業計画に関して提出された書類一式については、事業計画

の策定、変更等は機構で行うものであり、民間事業者に書類の提出を

求めることはない。各事業についても特定会社に書類の提出を求めた

ことはなかったため、文書を保有していない。 

ウ また、本件各開示請求の一年程前及び一か月程前に、各事業の事業

計画書及び（Ｂ）その他の機会に提出された書類一式（入札時及び契

約時に提出された書類一式）に該当する文書について、審査請求人か

ら複数の開示請求があった。機構としては、各事業の事業計画書及び

上記（Ｂ）に該当する文書について、審査請求人は明確に開示請求を

分けていると認識していた。 

その後、機構が上記各開示請求について開示決定等を行い、審査請

求人は、上記（Ｂ）に該当する文書については、開示の実施の申出

を行ったが、本件各開示請求の一年程前に開示請求を行った各事業

の事業計画書については、開示の実施が可能な期間に開示の実施の

申出を行わなかった。 

  後日、審査請求人から機構に、各事業の事業計画書の開示を実施し

てほしい旨連絡があった。しかし、開示の実施が可能な期間を過ぎて

いたため、改めて開示請求を行うように案内し、その後審査請求人が

行ったのが本件各開示請求である。 

     このような経緯から、機構は、各事業の事業計画書を内容に含む本

件各開示請求について、各事業の事業計画書に関係する文書（上記

（Ａ）に該当する文書）の開示を求めるものであると認識し、当該

認識に基づいて原処分を行った。 
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エ なお、審査請求人から、本件各開示請求において上記（Ｂ）に該当

する文書を本件請求文書に含むか否かの明示的申出等はなかった。 

   オ 本件各開示請求及び各審査請求を受け、念のため、関係課室の執務

室、書庫及び共用フォルダ内を改めて探索したが、本件対象文書

（上記（Ｂ）に該当する文書を除く。）について、本件各開示請求

の対象として特定すべき文書は確認されなかった。 

（２）以下、検討する。 

ア 当審査会において、上記（Ｂ）に該当する文書について別途された

開示請求、開示決定通知書の提示等を受け確認したところ、おおむね

上記（１）ウ及びエの諮問庁の説明のとおりであることが認められる。 

  上記（１）における本件対象文書（上記（Ｂ）に該当する文書を除

く。）の保有は認められなかったとする諮問庁の説明については、特

段不自然、不合理な点があるとはいえず、これを覆すに足る事情も認

められない。 

   イ しかし、本件各開示請求と同時期に、別途上記（Ｂ）に該当する文

書について審査請求人から開示請求がされており、それに対し機構

が一部開示等の判断を行っていたこと及び過去の開示請求等に係る

経緯から、機構は本件各開示請求は、上記（Ａ）に該当する文書の

開示を求めるものであると認識していたことを考慮しても、審査請

求人から、本件各開示請求の内容のうち上記（Ｂ）に該当する文書

については対象に含まない旨の明示的申出等があったわけではない

中で、機構の判断のみで本件各開示請求の対象から上記（Ｂ）に該

当する文書を除いていいということにはならない。 

したがって、本件各開示請求は、上記（Ｂ）に該当する文書も請求

の内容に含むものであったと解すべきであり、原処分において、機

構は当該文書についても開示決定等の対象とする判断をすべきであ

った。 

機構によると、上記（Ｂ）に該当する文書、すなわち各事業につい

て特定会社から入札時及び契約時に提出された文書として、別紙の

１ないし４の各（３）に掲げる各文書が存在するとのことである。 

ウ 以上により、機構が本件請求文書に該当する文書として、上記（Ａ）

に該当する文書のみを特定し、これを保有していないとして不開示と

したことは妥当であるとはいえず、機構は上記（Ｂ）に該当する文書

として別紙の１ないし４の各（３）に掲げる各文書を保有していると

認められるので、これを特定し、改めて開示決定等をすべきである。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、その他種々主張するが、いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 
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４ 本件各不開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象文書につき、これを保有していないとして不

開示とした各決定については、機構において、別紙の１ないし４の各（３）

に掲げる各文書を保有していると認められるので、これにつき改めて開示

決定等をすべきであると判断した。 

（第５部会） 

委員 藤谷俊之、委員 石川千晶、委員 磯部 哲 
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別紙 

 

１ 原処分１について 

（１）本件請求文書１ 

   特定地名Ｃ特定地区Ａ一体型土地区画整理事業事業計画書（最終版） 

右事業について、ＵＲが特定会社に書面で求め、特定会社が提出した申込

書、事業計画書、会社案内等全て一式 右ＵＲ事業計画書添付図面は公共

施設明記のもの。 

（２）本件対象文書１ 

   特定地名Ｃ特定地区Ａ一体型土地区画整理事業について、ＵＲが特定会

社に書面で求め、特定会社が提出した申込書、事業計画書、会社案内等全

て一式 右ＵＲ事業計画書添付図面は公共施設明記のもの。 

（３）追加して特定し、改めて開示決定等をすべき文書  

〇申込関係書類 

・民間住宅事業者向分譲用地等譲受申込書 

・業務用地譲受申込書 

・印鑑証明書 

・宅地建物取引業者免許証 

・アフターサービス規準 

・定款 

〇入札関係書類 

・入札書 

〇契約関係書類 

・土地譲渡契約書 

・代表者事項証明書 

・印鑑証明書 

 

２ 原処分２について 

（１）本件請求文書２ 

特定地区Ｂ特定土地区画整理事業事業計画書（最終版）右添付図面公共

施設明記のもの。ＵＲが特定会社に書面で特定会社に求め、特定会社が提

出した書面一式。申込書、事業計画書、会社案内等。 

（２）本件対象文書２ 

   特定地区Ｂ特定土地区画整理事業についてＵＲが特定会社に書面で特定

会社に求め、特定会社が提出した書面一式。申込書、事業計画書、会社案

内等。 

（３）追加して特定し、改めて開示決定等をすべき文書 

 〇申込関係書類 
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・民間住宅事業者向分譲用地譲受等申込書 

〇入札関係書類一式 

〇契約関係書類 

・土地譲渡契約書 

・土地引渡確認書 

・石杭（境界石）の設置確認書 

・土地譲渡契約を変更する契約書 

 

３ 原処分３について 

（１）本件請求文書３ 

   特定地名Ａ新住宅市街地開発事業事業計画（設計の概要）（最終版）公

共施設明記のもの。右事業時ＵＲ申込要領に則り特定会社がＵＲに提出し

た申込書、事業計画書、会社案内等一式書類。 

（２）本件対象文書３ 

特定地名Ａ新住宅市街地開発事業時ＵＲ申込要領に則り特定会社がＵＲ

に提出した申込書、事業計画書、会社案内等一式書類。 

（３）追加して特定し、改めて開示決定等をすべき文書  

  〇申込関係書類 

・民間住宅事業者向用地分譲事業者申込書 

・民間住宅事業者向用地分譲事業計画書 

・平面図等図面 

・民間住宅事業者向分譲用地に係る添付書類省略申出書 

・印鑑証明書（土地売買に関するもの） 

・納税証明書 

・会社案内 

・第２５期 報告書 

・特定地名Ａ民間住宅事業者向定期借地（転貸方式）事業者申込書 

・特定地名Ａ民間住宅事業者向定期借地（転貸方式）共同企業連合体協定

書 

・特定地名Ａ民間住宅事業者向定期借地（転貸方式）事業計画書 

・特定地名Ａ民間住宅事業者向定期借地（転貸方式）設計概要書 

〇契約関係書類 

・土地譲渡契約書 

・土地引渡確認書 

・振込受付書 

・払込領収証 

・代表者事項証明書 

・印鑑証明書（土地売買に関するもの） 
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・石杭（境界石）の設置確認書 

・民間住宅事業者向用地分譲事業計画書（事業収支分） 

・定期借地権設定契約書 

・印鑑証明書（賃貸に関するもの） 

 

４ 原処分４について 

（１）本件請求文書４ 

特定地名Ｂ特定土地区画整理事業事業計画書（最終版）右添付図面公共

施設明記のもの。右事業についてＵＲが特定会社に書面で求め、特定会社

がＵＲに提出した全ての書類一式。申込書、事業計画書、会社案内等。 

（２）本件対象文書４  

特定地名Ｂ特定土地区画整理事業についてＵＲが特定会社に書面で求め、

特定会社がＵＲに提出した全ての書類一式。申込書、事業計画書、会社案

内等。 

（３）追加して特定し、改めて開示決定等をすべき文書  

〇申込関係書類 

（特定地番Ａ及び特定地番Ｂ） 

・民間住宅事業者向用地分譲事業者申込書 

・民間住宅事業者向用地分譲事業計画書（事業収支分） 

・特定年度特定回Ａ民間住宅事業者向用地分譲Ａ区分：特定地名Ｂ 設計

概要書 

・代表者事項証明書 

・納税証明書 

・会社概要 

・有価証券報告書 

・特定地名Ｂ及び特定地区Ｃ民間住宅事業者向用地分譲事業共同企業連合

体協定書 

（特定地番Ｃ） 

・民間住宅事業者向用地分譲事業者申込書 

・民間住宅事業者向用地分譲事業計画書（事業収支分） 

・特定年度特定回Ｂ民間住宅事業者向用地分譲Ａ区分：特定地名Ｂ 設計

概要書 

・代表者事項証明書 

・納税証明書 

・会社概要 

・有価証券報告書 

・特定地名Ｂ及び特定地区Ｄ民間住宅事業者向用地分譲事業共同企業連合

体協定書 
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〇入札関係書類 

（特定地番Ａ及び特定地番Ｂ） 

・入札書 

・印鑑証明書 

・委任状 

（特定地番Ｃ） 

・入札書 

・委任状 

・印鑑証明書 

〇契約関係書類 

（特定地番Ａ及び特定地番Ｂ） 

・土地譲渡契約書 

・印鑑証明書 

・代表者事項証明書 

・振込受付書 

・払込領収証 

（特定地番Ｃ） 

・土地譲渡契約書 

・印鑑証明書 

・現在事項一部証明書 

・代表者事項証明書 

  

 


